
随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 ０９３－５８２－２８２７

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

クラウド共通基盤アウト
ソーシング

株式会社日立製作所九州支
社北九州支店

1,644,236,000 令和6年5月13日

　(株)日立製作所九州支社北九州支店は、本市業務システム

を搭載する「システム基盤」の設計・構築・運用・保守業務
をアウトソーシング契約により受託している「日立・ＮＴＴ
データ企業連合」の構成員であり、本市システムのサーバ・
ソフトウェア・ネットワーク構成を熟知している。

　ガバメントクラウドの活用においては、「システム基盤」
と「クラウド共通基盤」間で密接にデータ連携を行う必要が
あり、ガバメントクラウドの技術的仕様が未確定な状況で早
急に整備を進める必要があるため、令和４年度に(株)日立製

作所との間で実施した「ハイブリッドクラウド運用を実現す
る次世代システム共通基盤構築に向けた共同研究」の実証結
果を基本モデルに設計。

　業務の履行には、既存システムとの円滑な運用を実現する
ために(株)日立製作所が開発・提供する統合運用ソフトウェ

ア「ＪＰ１」を必要とし、「システム基盤」と「クラウド共
通基盤」の安定した統合運用を行うための高い技術と専門的
な知識を必要とすることから、「システム基盤」の構築及び
運用を行った事業者でなければ、適切かつ確実な履行が期待
できない。仮に他事業者が履行した場合、運用事業者が異な
ることで責任の所在が不明確となり、システム連携障害やト
ラブル発生時の迅速な対応が難しくなり、行政サービスの提
供に大きな支障が生じるおそれがある。

　以上の理由から、(株)日立製作所九州支社北九州支店と特

命随意契約を締結した。

特例
政令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

デジタル市役所推進室DX推進課
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契約担当課・連絡先　 ０９３－５８２－２８２７

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称
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（円）
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※
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（円）

備 考

デジタル市役所推進室DX推進課

情報セキュリティポリシー
運用及びセキュリティ監査
業務委託

有限責任監査法人トーマツ
福岡事務所

14,495,800 令和6年5月22日

　デジタル技術が進歩する中、市民の利便性の向上・市役所
業務の効率化と両立するセキュリティを確保するため、専門
的な業者による、国の動向や他都市の状況なども加味した幅
広な知見により、市情報セキュリティポリシーの運用及び改
善を図る支援業務を委託するもの。また、情報システムやマ
イナンバー等の管理・運用について、本市が定める「北九州
市情報セキュリティポリシー」等に準拠して適切に実施され
ているかを、第三者による独立的かつ専門的な立場から、点
検・評価し、問題点の確認、改善方法等についての検討、助
言、指導を行うことによって、本市の情報セキュリティの維
持・向上を図ることを目的とした外部監査を委託するもの。
　当該業務の委託先の選定にあたっては、本市が仕様を決定
するよりも優れた成果が期待できる「プロポーザル方式」を
採用した。その結果、最も優れていた有限責任監査法人トー
マツ　福岡事務所と特命随意契約を締結した。

自治法
施行令
第２号

14,495,800

北九州市区役所窓口ＤＸ支
援業務

株式会社コミクリ総研 19,600,000 令和6年6月13日

　北九州市区役所窓口ＤＸ支援業務の実施にあたっては、令
和５年度に公募型プロポーザル方式にて企画内容等を評価の
上、事業者を選定し業務委託を行った。
　令和６年度は、昨年度実施した各手続所管課への調査やヒ
アリング内容の結果との整合性を図りながら、窓口支援シス
テムの仕様や仕組みの検討を契約後早急に開始する必要があ
る。また、現時点において、本市の現システム構成やクラウ
ド基盤を含む標準化後のシステム構成及び各基幹業務に対す
る深い知識を有しており、契約直後から窓口支援システムの
仕組み等の複雑な検討支援が必要な本業務を行えるものは、
株式会社コミクリ総研のみであり、他自治体等においても豊
富な類似業務の実績を有しているため、特命随意契約を締結
した。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）
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※
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備 考

デジタル市役所推進室DX推進課

基幹系端末Windows11バー
ジョンアップ及び
Microsoft365導入検証等作
業

株式会社九州日立システム
ズ　北九州支店

11,126,500 令和6年7月5日

　本委託業務は、基幹系端末のWindows11へバージョンアッ
プ及びM365の検証及び導入手順の確認を実施するもの。
　検証の対象となる機器及びシステムは、①令和4年7月13日
契約締結の「令和4年度基幹系端末借入及び保守」及び②令
和元年7月31日契約締結の「令和元年度庁内ネットワーク
サーバシステム機器等の賃貸借及び保守」にて構築された基
幹系端末及び庁内ネットワーク環境を熟知している必要があ
り、特に基幹系端末において、マスタの作成及び端末へソフ
トウェアを含むバージョンアップは、当該業者で実施してお
り、他業者が実施した場合、責任分界点が設定できない。ま
た、基幹系端末の環境から把握する必要があるため、時間及
び費用が膨大となる。
　当該業者は、保守・構築業者として指定されており、他に
業務を委託した場合、基幹系端末及び庁内ネットワーク環境
の理解及び確認作業から実施しなければならないため、当該
業者しか業務遂行できない。

自治法
施行令
第６号

11,202,000

北九州市オフィス改革プロ
ジェクト業務委託

ＮＥＣネッツエスアイ株式
会社　九州支店

106,700,000 令和7年7月23日

　公募型プロポーザル方式にて、企画提案内容等を評価の
上、事業者を選定し業務委託を行った。
　４社から企画提案があり、業務実績、業務全般の理解等に
ついて審査委員会（内部：５名、外部：１名）で評価を行っ
た結果、最も高い評価点となったＮＥＣネッツエスアイ株式
会社九州支店を受託候補者として選定した。その後、当該業
務委託にかかる仕様等について協議を行い、契約内容が確定
したため、特命随意契約を締結するもの。なお、ＮＥＣネッ
ツエスアイ株式会社九州支店は本市において豊富な業務実績
を有している。

自治法
施行令
第２号

110,000,000
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（円）

備 考

デジタル市役所推進室DX推進課

令和6年度　データ抽象化
システム構築に係る業務委
託

株式会社エヌ・ティ・ティ
データ九州

4,884,000 令和6年8月1日

　令和6年度基幹系業務システムデータ抽象化システム構築
業務委託の実施にあたっては、公募型プロポーザル方式にて
企画内容を評価の上、事業者を選定し業務委託を行った。
　株式会社エヌ・ティ・ティ・データ九州のみの企画提案が
あり、業務実績、目的の理解、業務全体の内容等について３
名の審査員で評価を行った結果、基準点以上となったため、
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ九州を受託候補者として
選定した。その後、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ九州
と当該業務委託に係る仕様等について協議を行い、契約内容
が確定したため、特命随意契約を締結するもの。なお、株式
会社エヌ・ティ・ティ・データ九州は他自治体においても豊
富な類似業務の実績を有している。

自治法
施行令
第２号

4,906,000

令和６年度（仮称）北九州
市行政事務センター運営業
務委託

ＴＯＰＰＡＮ株式会社　北
九州営業所

227,288,600 令和6年8月19日

　令和６年度（仮称）北九州市行政事務センター運営業務委
託の実施にあたっては、公募型プロポーザル方式にて、企画
内容等を評価の上、事業者を選定し業務委託を行った。
　５社からの企画提案があり、内容・企画、実施体制等、セ
キュリティ対策、業務実績、見積価格等について７名の審査
員で評価を行った結果、最も高い評価点となったＴＯＰＰＡ
Ｎ株式会社北九州営業所を受託候補者として選定した。
　その後、ＴＯＰＰＡＮ株式会社北九州営業所と当該業務委
託に係る仕様等について協議を行い、契約内容を確定したた
め、特命随意契約を締結するもの。
　なお、ＴＯＰＰＡＮ株式会社北九州営業所は他自治体等に
おいても豊富な類似業務の実績を有している。

自治法
施行令
第２号

227,288,600

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号


